
農林水産総合センター森林研究所（木材加工研究室）試験研究成果報告書

番号 26-事後-1 課題名 岡山県産構造用製材のスパン表の作成

期間 平成23～25年度 担当研究員名 小玉 泰義、 野上 英孝

１ 目標達成状況
当初に目標として掲げたスパン表を作成できた。

２ 具体的効果
スパン表は電子ファイルのMS-excelのワークシートで作成した。また、よく使われる

試 条件については、紙ベースのスパン表（冊子）として、随時、関連団体等に提示してき
験 た。
研 公開したスパン表は、県内関連団体（緑のネットワーク等）の事業に活用されている。
究 また、今後も、スパン表を必要とする県内事業者（工務店、製材等）に適宜、配布す
の ることとしている。
成
果 ３ 当初目的以外の成果

JAS構造用製材に加えて、接着重ね梁についても、スパン表を近日中に公開する予定で
ある。

４ 費用対効果
完成したスパン表は、関係業界で今後長く有効活用される見通しであることから、十

分な効果が得らたと考える。

実 １ 推進体制・手法の妥当性
施 ［年間従事人数（職種別）の実績を付記］
期 森林研究所 木材加工研究室 の研究職２名が従事し、概ね妥当であった。
間
中 ２ 計画の妥当性
の 関係業界で既に有効活用されている実績もあることから、研究計画は妥当であったと
状 考える。
況

１ 活用可能性
［成果の技術移転・実用化・製品化の見込み、市場規模、経済効果等］

成 県内関連団体（緑のネットワーク等）の事業に、既に活用されている。
果 スパン表を必要とする県内事業者（工務店、製材等）に随時配布することによって、
の 有効活用される可能性が高い。
活
用 ２ 普及方策
・ 講習会等機会において紹介し、随時普及に努める。
発
展 ３ 成果の発展可能性
性 ［成果の応用や新分野への展開可能性］

JAS構造用製材だけでなく、接着重ね梁のスパン表についても、近日公開する予定であ
り、幅広い対応が可能となる。

実施内容 年度 ２３ ２４ ２５
総事業費

実 （スパン表の作成）
（スパン表の普及） 単位：

千円

事業費 1,214 1,126 1,045 3,385
績

一般財源 1,214 1,126 1,045 3,385
外部資金等

人件費(常勤職員) 4,000 4,000 4,000 12,000
総事業コスト 5,214 5,126 5,045 15,385

- 1 -



農林水産総合センター森林研究所（木材加工研究室） 試験研究成果報告書

番号 26-事後-2 課題名 木材の新しい劣化診断技術の開発

期間 平成23～25年度 担当研究員名 金田 利之、 小玉 泰義

１ 目標達成状況
当初に目標として掲げた、放射線（ガンマ線）や穿孔抵抗を利用して、非破壊状態で木材

内部の腐朽被害、断面欠損部の位置やその大きさ（面積）などの劣化状態を明らかにする「新
たな劣化診断技術」を開発した。

試 ２ 具体的効果
験 木材内部の腐朽被害等劣化状況を「現場で」、「正確に」、「施設を傷つけることなく」、診
研 断できることにより、土木用木製構造物や木製遊具等外構材を「安全」・「安心」に利用でき
究 るようになり、土木用木製構造物や木製遊具等外構材への県産材の利用促進につながる。
の
成 ３ 当初目的以外の成果
果 放射線（ガンマ線）を利用して、非破壊により木材の密度を正確に推定できることが明ら

かとなった。

４ 費用対効果
土木用木製構造物や木製遊具等外構材の維持管理を目的とした部材の更新が容易になり、

構造物の機能確保や信頼性の向上につながることから、公共土木事業等への県産木材等の需
要拡大が期待でき、十分な効果が得られたと考える。

実 １ 推進体制・手法の妥当性
施 研究職員１人を主体に、他の職員１人が補助をする形で研究を遂行したもので、限定され
期 た人員ならびに予算の制約の中で実施するものとしては、概ね妥当であった。
間
中 ２ 計画の妥当性
の 放射線（ガンマ線）や穿孔抵抗を利用して、土木用木製構造物や木製遊具等外構材の構成
状 部材の腐朽等劣化状況を破壊することなく診断する技術が開発でき、当初に計画した目標を
況 達成することができたため、妥当であったと考える。

１ 活用可能性
成 今回得られた研究成果は、公共土木事業等の担当者、公園施設管理者、造園施工業者等へ
果 の技術移転が可能である。
の
活 ２ 普及方策
用 森林研究所成果発表会や土木関係者が行う研修会（治山技術検討会や農林土木工事検査研
・ 修）を通して成果を公表を行うとともに、公園施設管理者、造園施工業者等へも普及する。
発
展 ３ 成果の発展可能性
性 今回得られた研究成果は、土木事業など屋外で使用される木材だけでなく、住宅など屋内

で使用される木材の腐朽等劣化状況の診断にも応用することができると考える。

実施内容 年度 ２３ ２４ ２５ 総事業費

腐朽被害等劣化状況調査 単位：
実 γ線透過量と穿孔抵抗値調査 千円

強度性能調査

事業費 787 724 696 2,207
績 一般財源 787 724 696 2,207

外部資金等
人件費(常勤職員) 4,000 4,000 4,000 12,000
総事業コスト 4,787 4,724 4,696 14,207
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